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平成 28年 6月 1日現在の障害者の雇用状況 

～実雇用率、雇用障害者数が過去最高～ 

 宮崎労働局では、このほど宮崎県に本社がある事業主及び地方公共団体などにおける、平

成 28年の「障害者雇用状況」集計結果を取りまとめましたので、公表します。 

 障害者雇用促進法では、事業主に対し、常時雇用する従業員の一定割合（法定雇用率、民

間企業の場合は 2.0%）以上の障害者を雇用することを義務付けています。 

 今回の集計結果は、同法に基づき、毎年６月１日現在の身体障害者、知的障害者、精神障

害者の雇用状況について、国が障害者の雇用義務のある事業主などに求めた報告に基づくも

のです。 

  

障害者の雇用状況 

【民間企業（50人以上規模の企業）】 

○ 実雇用率   2.32% で過去最高（都道府県順位は第 8位） 

   ※全国の平均実雇用率 1.92% 

 

  ○ 法定雇用率（2.0%）達成企業の割合   66.9% （都道府県順位は第 2位） 

      ※全国の法定雇用率達成企業割合 48.8% 

 

  ○ 雇用される障害者の数   2,492.0 人 で過去最高 

 

【公的機関】 

○ 2.3%の法定雇用率が適用される機関の実雇用率（県の教育委員会を除く） 

2.40%  （県の機関 2.55% 市町村の機関 2.33%） 

 

○ 2.2%の法定雇用率が適用される機関の実雇用率（県の教育委員会） 

2.49％   

 

【独立行政法人等】 

○ 2.3％の法定雇用率が適用される機関の実雇用率  

       2.28％ 

【照会先】 

職業安定部職業対策課 

 課  長     花田 良和 

 課長補佐     釘元 泰秀 

 障害者雇用担当官 紫藤 靖弘 

  電話         (0985)38-8824 

宮崎労働局発表 

平成 28 年 12 月 13 日 
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【民間企業（50人以上規模の企業）】 

 

 ○ 実雇用率は、前年の 2.24%に比べて 0.08ポイント上昇し、2.32%で過去最高となった。 

また、都道府県順位は第 8位（前年第 8位）であった。        （別紙１） 

                                 

○ 法定雇用率（2.0%）達成企業の割合は、前年の 68.6%に比べて 1.7ポイント減少し、66.9%

となった。また、都道府県順位は第 2位（前年第 2位）であった。 （別紙１） 

                                   

 ○ 雇用されている障害者の数（注１）は、前年の 2,417.0 人に比べて 75 人（3.1％）増加し、

2,492.0 人で過去最高となった。また、障害種別では身体障害者が 1,719.0 人（対前年比 28

人、1.7%増）、知的障害者が 594.0 人（同 7 人、1.2％増）、精神障害者が 179.0 人（同 40.0

人、28.8％増）と、いずれも前年より増加し、特に精神障害者の伸び率が高かった。              

（別紙１、別紙２の表１、別紙３） 

 

○ 報告対象企業数は、前年の 726社と比べて 1社増加し、727社であった。うち、医療・福

祉業が最も多く 214社（29.4％）となっている。       （別紙２の表１） 

 

○ 産業別の実雇用率では、「農・林・漁業」（2.19％）、「製造業」（2.62%）、「電気・ガス・熱

供給」（2.68%）、「運輸業・郵便業」（2.50％）「医療・福祉業」（2.62%）、「複合サービス業」

（2.04％）、「サービス業」（2.31%）が法定雇用率 2.0%を上回っている。                   

（別紙２の表１） 

                                

○ 企業規模別の実雇用率は、100 人～300 人未満規模企業が最も低く 2.20％となったが、す

べての規模で法定雇用率 2.0％を上回った        （別紙２の表１） 

 

○ 産業別の達成企業割合では、「農・林・漁業」（75.0％）、「製造業」（73.9%）、「電気・ガス・

熱供給」（100%）、「運輸業・郵便業」（78.6％）「医療・福祉業」（73.8%）、「複合サービス業」

（68.8％）が県平均（66.9％）を上回っている。    （別紙２の表１） 

 

○ 企業規模別の達成企業割合は、50～100人未満規模企業（64.8％）、500人以上 1,000人未

満（65.2％）、1,000人以上規模企業（66.7％）で県平均（66.9％）を下回った。                         

（別紙２の表１） 

 

○ 法定雇用率未達成企業は 241社（前年 228社）。そのうち、不足数が 0.5人又は 1人の企業

は 188社で、未達成企業全体の 78.0％を占めている。また、障害者を１人も雇用していない

企業（０人雇用企業）は 150社で、62.2%となっている。   （別紙４） 

                                    

（注１）雇用されている障害者の数については、重度身体障害者又は重度知的障害者については、1人の雇用をも

って、2人の身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントし、重度身体障害者又は重度

知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満の労働者）について

は、1人として、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については、

0.5人としてカウントする。 

障害者雇用状況報告の集計結果（概要） 
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【公的機関】 

 

 ○ 2.3%の法定雇用率が適用される機関（地方公共団体（県の教育委員会を除く）） 

在職している障害者の数は 369.5 人で、前年の 360.0 人より 9.5 人増加しており、実雇用

率は 2.40%となり、前年に比べ 0.05ポイント上昇した。 

 

県の機関はすべて達成。市町村の機関は 26市町村のうち 1市 1町が雇用率未達成と 

なった。 

   〈未達成機関〉小林市、高鍋町 

（両機関ともに現在達成済み：高鍋町は平成 28年 8月 3日付、小林市は平成

28年 9月 1日達成となる。別紙５備考欄参照） 

                            （別紙２の表２、 別紙５） 

    

 ○ 2.2%の法定雇用率が適用される機関（県の教育委員会） 

在職している障害者の数は 166人で、前年の 155人より 11人増加。実雇用率は前年の 2.32%

か ら 0.17 ポ イ ン ト 上 昇 し 、 2.49% と な り 、 雇 用 率 達 成 と な っ て い る 。                 

（別紙２の表２、 別紙５） 

 

 

【独立行政法人等】 

 

○ 2.3％の法定雇用率が適用される機関 

 県内の独立行政法人４機関にて雇用されている障害者の数は 49.0人で、実雇用率は 2.28％

となり、１機関が未達成となっている。 

  （別紙２の表２、別紙５） 

 

 

 

 

【民間企業】 

 

○ 法定雇用率未達成の民間企業に対しては、各公共職業安定所長が達成指導を実施しており、

平成 28年 10月末までに平成 28年 6月 1日現在で未達成であった 241社のうち 132社に対し

達成指導を行い、うち、11社の未達成が解消された。 

 

 

【公的機関】 

 

○ 公的機関については、労働者を雇用する立場においては、民間企業と同様であるが、民間

企業に障害者雇用について協力を求める以上、民間企業に率先垂範して法定雇用率を達成す

べき立場にある。 

 

 

未達成企業への対応 
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【独立行政法人等】 

 

○ 独立行政法人等については、国及び地方公共団体に準じ、民間企業に率先垂範して法定雇

用率を達成すべき立場にあり、各公共職業安定所長が達成指導を行う。 

 

 

○ 達成指導とは 

  未達成企業の事業主及び未達成公的機関の首長に対し、訪問により、現状確認を行うと共

に障害者雇用事例等の提供や各障害者就労支援機関の各種支援策を説明し、障害者雇用への

理解を求め、早期の未達成解消の指導を行うもの。 

   特に０人雇用企業（障害者を一人も雇用していない企業）については、法の趣旨、雇用義

務及び社会的責任について改めて指導を行うとともに、障害特性についてのセミナー、事業

所見学、職場実習等により理解を促すなど、重点指導を行う。 
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